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試用・見習・研修期間の
法的性質と法規制

特集●入職前後の労働関係―試用・徒弟

三菱樹脂事件最高裁判決では，解約権が留保されたものとして試用期間が位置付けられて
いたが，こうした試用期間は無期労働契約に付されたものであって，当該労働契約と別個
の契約の成立が認められたわけではない。ところが，近時では，無期の労働契約とは別の，
試用目的の有期労働契約が締結される例が増加し，当該有期労働契約の雇止めの効力が争
われる例が増加している。また，とりわけ教育目的が色濃い研修期間や見習期間について
は，労働契約性自体が否定される場合もある。本稿では，試用期間の留保解約権の効力に
関する裁判例の動向を確認するとともに，試用目的で締結された有期労働契約の雇止めの
効力について検討を行った。また，見習期間や研修期間の労働契約性について，アメリカ
法におけるインターンシップや学生スポーツ選手の労働者性に関する紛争事例を参考にし
て若干の検討を加えた。①試用目的の有期労働契約の雇止めについては，試用の必要性，
臨時的雇用の必要性，期間の形骸化の有無，という三つの視点からアプローチすることが
有益であること，②労契法 19 条の類推適用が検討されるべき場合があることを指摘した。
さらに，③見習期間や研修期間の労働契約性については，アメリカ法において展開されて
いる主たる受益者の基準を参考にすべきであるとした。
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Ⅰ　問題の所在

　試用期間・見習期間・研修期間は，雇用契約と
の関係でどのように位置付けられるべきか。
　周知のとおり，三菱樹脂事件最高裁判決 1）は，
見習試用取扱規則に定められた採用直後の 3 カ月
以内の見習期間に関して，次のように判示してい

た。第一に，当該期間の法的性質については，管
理職要員として不適格であると認めたときは解約
できるという解約権が留保されたものというべき
であるとし，第二に，このような解約権の留保
は，資質，性格，能力等の適格性の有無に関連す
る事項について必要な調査を行い，適切な判定資
料を十分に収集することができないため，後日に
おける調査や観察に基づく最終決定権を留保する
趣旨によるものであり，通常の解雇よりも広い範
囲における解雇の自由が認められるべきであると
した。さらに第三に，試用期間が付された雇用関
係に入った者が当該企業との雇用関係の継続につ
いての期待の下に，他企業への就職の機会と可能
性を放棄したことを考慮すれば，こうした留保解
約権は，採用決定後における調査の結果により，
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または試用中の勤務状態等により，当初知ること
ができず，また知ることが期待できないような事
実を知るに至った場合において，そのような事実
に照らしその者を引き続き当該企業に雇傭してお
くのが適当でないと判断することが，上記留保解
約権の趣旨，目的に徴して，客観的に合理的な理
由が存し社会通念上相当であると認められる場合
には行使することができるが，その程度に至らな
い場合には，これを行使することはできないと解
すべきである，と説示した。
　ところが，こうした見習・試用期間について
は，近時，試用を目的とした有期労働契約が締結
される場合があり，これをどのように解するかが
問題となってきている。
　この点について，神戸弘陵学園事件最高裁判
決 2）は，試用目的で締結された有期労働契約に
つき，「当該期間の満了により雇用契約が当然に
終了する旨の明確な合意が成立しているなどの特
段の事情が認められる場合を除き」，試用期間と
して解釈すべきことを説示していたが，これに対
して，近時の福原学園事件最高裁判決 3）は，期
間 1 年・更新限度 3 年の有期労働契約が締結され
た事案につき，3 年の期間は試用期間であり特段
の事情のない限り期間の定めのない雇用契約に移
行するという期待に客観的合理性があるとした原
判決 4）を破棄し，雇用契約が期間の定めのない
ものとなるか否かは，勤務成績を考慮して行う被
告学園の判断に委ねられているとし，結論とし
て，期間満了による雇用終了の効力を肯定した。
　有期から無期への転換が会社の裁量に委ねられ
ていることが，上記神戸弘陵学園事件最高裁判決
がいう「当該期間の満了により雇用契約が当然に
終了する旨の明確な合意が成立しているなどの特
段の事情」に該当するかどうかは明らかではない
が，その後の下級審裁判例は，「特段の事情」を
緩やかに認定し，有期労働契約の雇止めの効力を
肯定してきている 5）。たとえば，アドバイザー見
習候補契約の期間満了による雇止めにつき，期間
満了により見習契約が当然に終了する明確な合意
が成立しているのであって，これを試用期間と解
することはできないとして，雇止めの効力を肯定
したもの 6）などがある。試用や見習を目的とし

た有期労働契約については，㋐解約権が留保され
た試用・見習期間として当該期間の性質が決定さ
れるべきか，㋑それとも契約の存続期間として性
質決定されるべきであるかが問われることになる
といえよう。
　以上に加えて，試用・見習期間については，教
育的機能が強い研修期間などの場合にはとりわ
け，労働契約性が否定されるケースがあり，この
点をどのように考えるかという点も問題となる。
たとえば，マッサージ等の施術の練習生につい
て，店舗従業員の勤務計画には組み込まれず，練
習生が従事するのは施術の練習であるなどとして
労働契約性を否定する裁判例があるが 7），これに
対して，客室乗務員との訓練契約が労働契約に該
当するかが問われた事案につき，①被告の航空機
に客室乗務員として乗務するために必要不可欠な
訓練であること，②被告の指揮監督下に置かれて
いたことなどを指摘し，労働契約性を肯定したも
の 8）もある。また，研修期間の労働契約性につ
いては，インターンシップでも問題となり 9），行
政解釈は，「実習が，見学や体験的なものであり
使用者から業務に係る指揮命令を受けていると解
されないなど使用従属関係が認められない場合に
は」「労働者に該当しないものであるが，直接生
産活動に従事するなど当該作業による利益・効果
が当該事業場に帰属し，かつ，事業場と学生の間
に使用従属関係が認められる場合には，当該学生
は労働者に該当する」10）�としている。
　このように，試用・見習・研修期間について
は，別個の契約が成立していると考えられるケー
スとそうではないケースとがあり，前者では，有
期労働契約あるいは労働契約性のない研修契約が
成立しているとされてきており，後者について
は，当該期間について通常の解雇とは異なる解約
権が留保されているという性質決定がされてきて
いるとみることができる。本稿では，こうした試
用・見習・研修期間に関する裁判例と学説の動向
を確認し，今後の検討課題について若干の検討を
加えることとしたい。
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Ⅱ　試用期間の合理性と留保解約権

１　試用期間設定の合理性

　上記三菱樹脂事件では，試用期間における留保
解約権は通常の解雇よりも広い範囲で認められる
とされた一方，一定の合理的期間という限定があ
ると説示されていたが，その後の裁判例では，見
習社員（最短で 6 カ月から 9 カ月，最長で 1 年から
1 年 3 カ月）に対して，試用社員登用試験合格後
にさらに 6 カ月から 1 年の試用期間が設定されて
いた事案において，見習社員である期間において
労働者の適性が審査されているのであり，さらに
6 カ月から 1 年の試用期間が必要とされる合理性
はないと判断して，試用社員としての試用期間は
その全体が合理的範囲を越えていると判示したも
の 11）がある。また，試用期間の期間の長さの合
理性については，当該試用期間延長の事案でも問
題になることがあり，この点については，試用期
間中の労働者の地位が不安定であること，試用期
間は労働能力と適格性の審査に必要な合理的期間
に限られるという制約に服することから，期間の
延長には，予見し得なかった事情により適格性等
の判断に支障が生じた場合のような合理的理由が
必要であるとした例 12）もある。
　さらに，近時の下級審裁判例では，保育事業の
譲渡を受けた譲受法人が設定した試用期間につい
て，譲渡・譲受法人の事業に実質的同一性がみら
れる事業譲渡であり，労働者の適格性判断のため
の情報は十分に把握されていたとし，試用期間の
合理性は認められないと判示したもの 13）がある。
三菱樹脂事件最高裁判決が説示しているとおり，
試用期間が労働者の適格性の有無に関する最終決
定権の留保であるとすれば，事業譲渡や有期労働
契約の更新など，既に労働契約関係が展開されて
いたような場合には，新契約締結において試用期
間を設定する合理性は否定されることになろう。
　以上の試用期間設定の合理性についてはさら
に，学説において，潜在的な一般的職業能力に基
づいて採用される新規学卒・高卒者等は実験に
よって確認することに適していない 14），あるい
は採用後の教育が前提とされている 15）とされ，

試用期間の設定に合理性が認められないとする見
方が示されてきた。ただ裁判例では，こうした新
規学卒・高卒者に対する教育的機能についてはむ
しろ，留保解約権行使の有効性において考慮され
てきたとみることができる。三菱樹脂事件最高裁
判決以前のものであるが，大学卒業後に見習社員
として採用された者に対する解雇事案において，
見習社員と正社員との間に解雇事由に差異がある
ことは当然であるが，見習期間に留保された解約
権は，見習期間制度の教育機能と資質の判定とい
う機能と目的により制限されるのであって，教育
によって容易に矯正し得る言動等を何ら矯正する
ことなく放置して，それを解雇事由とすることは
許されず，判定機能の側面については，採用試験
において判定し得る事柄は，見習期間の判定機能
における判定の対象とすることはできないとさ
れ，結論として解雇の効力が否定された例 16）が
ある。一方，近時の裁判例では，技術職の新規学
卒者に対する留保解約権行使の効力が問題となっ
た事案において，会社による教育・指導があった
ことが考慮されて解約の効力が肯定されたものが
ある 17）。

２　留保解約権の効力

　以上のように，試用期間については，その設定
や期間に合理性があるかどうかが問われることに
なり，学説では，とりわけ新規学卒者・高卒者に
は試用期間を設定する合理性が欠けている点が指
摘されてきた。しかし，このうち新規学卒者等に
ついては，裁判例では，試用期間設定の合理性で
はなく留保解約権の有効性において，その教育的
機能を考慮した判断がなされてきたとみることが
できる。留保解約権は通常の解雇よりも緩やかに
効力が認められるとはいえ，新規学卒者等につい
ては，通常の解雇とそれほど大きな違いが生じる
わけではない。
　もっとも，留保解約権行使の効力が争われる裁
判例の中心的な事案は，新規学卒者等の試用期間
ではなく，むしろ専門的あるいは即戦力としての
能力を期待して採用された中途採用者の試用期間
であり，こうした事案では，指導・改善などの教
育的配慮があまり考慮されることなく，留保解約
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権の効力が緩やかに認められる傾向にある。即戦
力中途採用に対する試用期間については，もとよ
り教育的機能を期待する趣旨が希薄である一方，
即戦力としての能力や適性を観察する必要性が認
められるからであろう。試用期間の留保解約権で
はなく，中途採用者に対する通常解雇の効力が問
題となった裁判例では，将来の改善可能性の観点
から解雇の効力が否定されるケース 18）や，解雇
の効力が肯定される場合であっても将来の改善が
期待できないという点に言及されるケースが多
い 19）一方，中途採用者に対する留保解約権の効
力が問題となった事案では，十分な改善指導がさ
れたかどうか疑義があるとされつつも，試用期間
中における能力や適性不足を理由とする留保解約
権の効力はある程度広く認められるべきことに加
え，即戦力採用であること，指導による改善可能
性が不透明なことが考慮されて解約の効力が肯定
された例 20），試用期間中の留保解約権行使によ
る解雇は，通常の解雇よりも広い範囲における解
雇の自由が認められ，解雇回避努力義務の程度
も，通常の解雇の場合ほどには要求されないなど
とされて解約の効力が認められた例 21）などがあ
り，指導・改善による解雇回避措置がそれほど求
められないところがある。試用期間の付された雇
用関係に入った者は当該企業との雇用関係の継続
を期待するため，そうした雇用継続の期待に対す
る保護が要請されるものの，上記三菱樹脂事件最
高裁判決で説示されたように，採用後の調査や観
察により，契約締結時には知ることができず，ま
たは知ることが期待できないような事情に基づく
留保解約権の効力は，通常の解雇よりも緩やかに
肯定される必要があり，上記のような即戦力中途
採用の場合が，これに該当するとみることができ
る。もっとも，試用期間の期間満了を待たずに行
使される留保解約権の効力については，即戦力中
途採用の場合であっても，適性や能力が著しく欠
けているなど，試用期間の満了を待つことなく解
約権を行使することが必要な特段の事情が必要に
なるというべきであろう 22）。

Ⅲ　試用期間か有期労働契約か

１　神戸弘陵学園事件と福原学園事件の関係

　試用期間における以上の留保解約権は，無期の
労働契約に設定されるものであるが，これと異な
り，有期労働契約が試用目的で締結される場合が
あり 23），こうした有期労働契約につき，上記神
戸弘陵学園事件最高裁判決は，雇用契約が当然に
終了する明確な合意が成立しているなどの「特段
の事情」がない限り，当該期間は試用期間と解す
べきであるとしていた。学説の中には，①試用は
基本的には本採用の可否を目して展開される労働
関係の一プロセスであって，本採用の予定もしく
は期待に特徴があるため，ここでいう「特段の事
情」が認められるケースを想像することは困難で
あるといった点 24）を指摘するものもあったが，
これに対して，②どのような趣旨・目的の下で有
期労働契約が締結されるかについては格別の制限
がないため，試用目的の有期労働契約も許容され
るのであり，長期雇用の正社員を想定した留保解
約権付の試用労働関係の法理を修正なしに及ぼす
ことは適切ではなく，有期労働契約として取り
扱ったうえで，その実態に応じた雇用保障が検討
されるべきであるとする見解 25）が主張されてき
た 26）。
　以上のうち②の立場は，上記神戸弘陵学園事件
最高裁判決の射程を限定し，あるいは「特段の事
情」を緩やかに認定するという見方に通じる。上
記最高裁判決がいう「雇用契約が当然に終了する
明確な合意」とは，当該雇用関係全体を指してい
るのではなく，当該有期労働契約が当然に終了す
る明確な合意がなされている場合，ということに
なる 27）。有期労働契約として期間が明確に定め
られている限り，更新の可能性はあるものの，当
該期間満了をもって当該契約は当然に終了するこ
とになるので，上記②の立場によれば，上記最高
裁判決の基準は，有期労働契約が締結されたかど
うかが明らかではない事案に適用されるものであ
るということになろう。近時の下級審裁判例にお
いて，試用目的の有期労働契約につき「特段の事
情」が柔軟に認められているのは，②の立場によ
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るものであると解される。前掲福原学園事件最高
裁判決において，神戸弘陵学園事件最高裁判決が
引用されずに，試用目的で締結された有期労働契
約の雇止めの効力が認められたのも，②の立場に
たったものであるからであろう。
　もっとも，福原学園事件最高裁判決に付された
櫻井龍子裁判官の補足意見に目を向けると，同最
高裁判決が，試用目的の有期労働契約一般に対し
て神戸弘陵学園事件最高裁判決の射程を限定した
ものであるかどうかについては慎重な検討が必要
であるといえそうである。補足意見は，㋐問題と
なっている試用目的の有期労働契約が大学の新設
学科の講師について採用されていた雇用形態であ
り，同学科において学生獲得の将来の見通しが必
ずしも明確でなかったこと（臨時的雇用の必要性），
㋑教員という仕事の性格上，その能力，資質等の
判定にはある程度長期間が必要であること（試用
の必要性）を指摘して，試用目的の有期労働契約
には合理性があるとする一方で，それがどのよう
な業種，業態，職種についても合理性を有するか
どうかは議論の余地があり，有期労働契約に入口
規制がなされていないことや労基法 14 条・労契
法 18 条の趣旨・目的などを踏まえて，この点が
検討されるべきことを指摘していたからである。
補足意見は，有期労働契約が引き続き更新される
であろう期待と，無期労働契約に転換するであろ
う期待とを同列に論じることはできず，試用目的
の有期労働契約の無期転換については，そのこと
を踏まえて期待の合理性の判断が行われなければ
ならないとしていたものの，上記㋐㋑の指摘は，
有期から無期への転換における雇用保障の在り方
が検討される必要があることを示唆しているとい
うこともできる。

２　試用目的の有期労働契約に対する規制の必要性

　このように，櫻井裁判官の補足意見には，試用
目的の有期労働契約には，何らかの制約が必要で
あるという視点が含まれていると考えられるが，
そうした視点が正当化される根拠は，次のような
点にあると考えられよう。
　それは，第一に，上記学説でも指摘されてきた
ように，「試用」目的の雇用は，適性や能力に問

題がなければ雇用が継続されるということを前提
としたものであり，期間満了に伴う雇用終了と衝
突する契機があるという点である。また第二に，
試用目的と将来の無期雇用の可能性が掲げられる
ことにより，使用者にとっては，無期の長期雇用
の場合と同様に，あるいはそれ以上に労働者の就
労インセンティブを引き上げることが可能である
一方，期間満了による雇止めが可能となるため，
使用者の機会主義的行動が制限されないという点
である。試用が有するこうしたアンバランスな性
質は，無期の長期雇用に付される試用期間の留保
解約権でも同様に当てはまるところがあり，試用
目的の有期労働契約であれ，無期の長期雇用に付
される試用期間であれ，試用は労働者の地位を著
しく不安定にするところがある。たしかに有期労
働契約の利用目的に関する法律上の制限は課され
ていないが，試用であるがゆえに，その活用に対
する一定の制約が要請されるところがある。
　もちろん，試用目的の有期労働契約には，原則
として期間が満了することにより雇用が終了する
という特徴がある。臨時的雇用の必要性が高いほ
ど，期間満了による雇用終了が認められる必要性
が高いということができる。一方，上記のとお
り，試用には雇用継続を期待させるところがあ
り，また期間が形骸化しているほど，その期待は
高くなる。そこで，試用目的の有期労働契約の雇
止めの効力については，試用の必要性，臨時的雇
用の必要性，期間の定めの形骸化の有無，という
三つの視点から，下表のような区分にそくして検
討することが有益であると思われる。
　第一に，臨時的雇用と試用の必要性の両者がみ
られる場合である（①②）28）。臨時的雇用の必要
性とは，たとえば，上記福原学園事件のように，
大学の新設学科における学生獲得の将来の見通し

表

臨時的雇用の必要性
あり なし

試
用
の
必
要
性

あ
り

① ⑤
②

（期間形骸化）
⑥

（期間形骸化）

な
し

③ ⑦
④

（期間形骸化）
⑧

（期間形骸化）
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が不明確である場合であるが，これに加えて季節
的労務や一時的なプロジェクトのための採用の場
合なども考えられる。臨時的雇用の必要性は，雇
止めの効力を基礎付ける作用を有する。一方，試
用の必要性とは，実験や観察による確認が必要な
職務であって，かつ実験や観察に必要な期間にと
どまっていることを求める視点である。試用目的
が掲げられることにより，労働者には雇用継続の
合理的期待が生じうるが，試用の必要性は，能力
や適性に関する雇止めの効力を基礎付けることに
なる。
　以上の臨時的雇用と試用の必要性は，両立困難
な要請のようにみられるところもあるが，福原学
園事件の事案のように，両者の要請が両立する場
合も当然ありうる。無期転換の可能性やその判断
基準が明確で契約当事者に了解されていて期間の
定めが明確であり，臨時的雇用と試用の必要性が
あるケース（①）では，雇用継続に対する合理的
期待は生じず，かかるケースでは，明確にされて
いる判断基準に基づいた雇止めの効力が認められ
るべきであるといえよう。なお，臨時的雇用と試
用の必要性の両者が肯定されるケースでは，期間
の定めが形骸化している状況（②）は想定し難い。
　第二に，試用の必要性はあるが，臨時的雇用の
必要性がない，あるいは低い場合であり，これに
は，㋐期間の定めが形骸化しており，有期労働契
約として締結されたことが明らかではないケース

（表⑥）と，㋑期間の定めが明確なケース（表⑤）
とが考えられる。㋐（表⑥）のようなケースとし
ては，神戸弘陵学園事件の事案が該当するため，
当該期間の設定が，無期の長期雇用の場合の試用
期間と同様に，解約権が留保されたものと解釈さ
れるべきことになる。
　問題は，㋑（表⑤）の場合である。無期転換の
可能性やその判断基準が明確であっても，試用目
的で期間が設定されているため，労働者に雇用継
続の期待が生じているとみるべきであり，このよ
うな雇用継続に対する期待が保護されるべきかど
うかが問われることになると考えられる。また，
試用の必要性があるため，適性や能力に基づく雇
止めが緩やかに認められるべきかも問われること
になろう。ここで問題となるのは，無期転換に対

する期待であり，労契法 19 条が保護する有期労
働契約更新に対する期待ではないが，㋑（表⑤）
の場合には，いわば同 2 号の雇用継続に対する合
理的な期待がある状況と類似しており，同号の類
推適用の可能性が問題になるように思われる。
　第三に，見習期間として教育的機能が強い場合
など，そもそも試用の必要性がない（あるいは低
い）場合が考えられる（表③，④，⑦，⑧）。この
場合も臨時的雇用の必要があるか，期間の定めが
形骸化しているかによって問題状況が異なり，臨
時的雇用の必要がなく期間の定めが形骸化してい
るような場合（表⑧）は，当該期間は，留保解約
権の行使と位置付けられるが，教育・指導による
改善措置が求められ，通常の解雇の場合と同じよ
うな審査が加えられるべきことになろう。試用の
必要性も臨時的雇用の必要性もないが期間の定め
が形骸化していないようなケース（表⑦），ある
いは臨時的雇用の必要があり期間の定めが形骸化
していないケース（表③）では，上記表⑤と同様
に試用目的から生じる雇用継続の期待に対する保
護を加味しつつ，雇止めの効力が審査されるべき
であるが，試用の必要性はないため，能力や適性
に基づく雇止めを緩やかに肯定するという要請は
小さくなる。そこでこの場合についても，上記表
⑤と同様に，労契法 19 条の類推適用の可能性が
問われるべきである。なお，臨時的雇用の必要性
がある場合に，期間の定めが形骸化している状況

（表④）はあまり生じないということができる。
　以上を要するに，無期転換の可能性やその判断
基準が明確で契約当事者に了解され，臨時的雇用
と試用の必要性があるケース（福原学園事件）で
は，当該判断基準にそくした雇止めの効力が肯定
されるべきである（表①）一方，試用の必要性は
あるが臨時的雇用の必要性がない（あるいは低い）
場合であって，期間の定めが形骸化しているケー
ス（表⑥，神戸弘陵学園事件）では，試用期間にお
ける留保解約権と同様の処理となる。これに対し
て，試用の必要性がそもそもない（あるいは低い）
場合であって，臨時的雇用の必要性もなく，期間
の定めが形骸化している場合（表⑧）は，通常の
解雇と同じような審査が加えられるべきである。
　問題になるのは，試用の必要性はあるものの，
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臨時的雇用の必要性がない（あるいは低い）場合
であって，期間の定めが形骸化していないケース

（表⑤），試用の必要性はない（あるいは低い）が，
臨時的雇用の必要性があり期間の定めが形骸化し
ていないケース（表③），試用の必要性も臨時的
雇用の必要性もない（あるいは低い）が期間の定
めが形骸化していないケースであり（表⑦），こ
のようなケースにおける労契法 19 条の類推適用
の可能性，である。

３　試用目的を考慮した雇止め規制の在り方

（1）労契法 19 条の類推適用
　以上の表③，⑤，⑦のケースにおける雇止めの
効力は，有期から無期への転換に対する期待保護
が問題となり，有期労働契約の更新に対する期待
を保護する労契法 19 条の前提となっている問題
状況とは異なっている。そのため裁判例では，無
期転換に対する期待保護に対して，労契法 19 条
の適用あるいは類推適用が否定されていることに
まず注目する必要がある 29）。たとえば，目白学
園事件 30）では，労契法 19 条 2 号の「当該有期労
働契約が更新されるものと期待すること」の「更
新」とは，同一の契約期間・労働条件による契約
の再締結を意味するものではないと解されるもの
の，有期労働契約から無期労働契約への転換まで
を含むものではないと説示されている。たしか
に，同 2 号の「更新」の文理解釈としての意味
は，上記裁判例の指摘するとおり，当該有期労働
契約と接続又は近接した時期に有期労働契約を再
度締結することであろう。
　しかし，㋐労契法 19 条が，日立メディコ事
件 31）や東芝柳町工場事件最高裁判決 32）によって
確立された判例法理の内容や適用範囲が変更され
ることなく規定されたものであること 33），㋑上
記日立メディコ事件最高裁判決が，「季節的労務
や特定物の制作のような臨時的作業のために雇用
されるものではなく，その雇用関係はある程度の
継続が期待されていた」ことを根拠の一つとし
て，有期労働契約の雇止めに解雇の法理を類推適
用していたことを考慮すると，雇用継続に対する
合理的期待が労契法 19 条 2 号の基礎にあるとい
うべきであり，それは有期労働契約の更新だけで

はなく，有期から無期への転換，無期から有期へ
の転換を含むとみることもできなくはない。
　実際のところ，裁判例では，有期から無期への
転換ではなく，65 歳定年後の再雇用拒否，とい
う無期から有期への転換事案において，ⓐ「労働
者からの申込みがあれば，それに応じて期間の定
めのある再雇用契約を締結することが就業規則等
で明定されていたり，確立した慣行となっていた
りしており，かつ，その場合の契約内容が特定さ
れているということができる場合」には，「労働
者において雇用契約の定年による終了後も再雇用
契約により雇用が継続されるものと期待すること
には合理的な理由があるから，労働者から再雇用
契約締結の申込みがあったにもかかわらず，使用
者が再雇用契約を締結せず，それが客観的に合理
的な理由を欠き，社会通念上相当と認められない
場合には，使用者が再雇用契約を締結しない行為
は権利濫用に該当し，その場合に，労契法 19 条
の基礎にある法理や解雇権濫用法理の趣旨ないし
使用者と労働者との間の信義則に照らして，期間
の定めのない雇用契約が定年により終了した後上
記の特定されている契約内容による期間の定めの
ある再雇用契約が成立するとみる余地はあるもの
というべきである」とした例 34）があるほか，�
ⓑ労契法 19 条 2 号を類推適用し，「労働者におい
て定年時，定年後も再雇用契約を新たに締結する
ことで雇用が継続されるものと期待することにつ
いて合理的な理由があると認められる場合，使用
者において再雇用基準を満たしていないものとし
て再雇用をすることなく定年により労働者の雇用
が終了したものとすることは，他にこれをやむを
得ないものとみるべき特段の事情がない限り，客
観的に合理的な理由を欠き，社会通念上相当であ
ると認められず，この場合，使用者と労働者との
間に，定年後も就業規則等に定めのある再雇用規
程に基づき再雇用されたのと同様の雇用関係が存
続しているものとみるのが相当である」とする
例 35）がみられる。以上のうち，ⓐの裁判例では，
定年後再雇用の労働条件が流動的であって特定さ
れていないことなどから，結論として，有期労働
契約の成立が否定されたが，ⓑの裁判例では，平
成 24 年度から 28 年度まで，65 歳定年時に再雇
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用を希望した原告を除く全員が再雇用されている
ことなどが指摘され，原告においては定年時に満
68 歳の年度末まで雇用が継続すると期待するこ
とが合理的であるとされ，結論として，定年後も
再雇用されたのと同様の雇用関係が継続している
とされた。

（2）類型別にみた場合の雇止め規制
　以上の定年後の再雇用事案は，無期から有期へ
の転換であり，これと有期から無期への転換が問
題となる試用目的の有期労働契約の雇止めとを同
列に論じることはできない面があるものの，期間
の有無の転換を越えた雇用継続が問題となる点に
おいて問題状況が共通するところがある。試用目
的の有期労働契約の無期転換の場合には，無期転
換後の労働条件が明確である場合が一般的である
こと，さらに有期労働契約の更新はされないとし
ても多数の者が無期転換の対象になることなどを
考慮すると，上記表⑦のようなケース（試用の必
要性も臨時的雇用の必要性もないが，期間が明確に
定められているケース）であって，労働者のほと
んどが無期転換されている場合にはとくに，労働
者には無期転換に対する期待が生じうるのであ
り，労契法 19 条 2 号にいう雇用継続に対する合
理的期待が肯定されてよいように思われる。ま
た，表⑦のケースは，教育目的（とりわけ当該企
業に特殊な知識や技能に関する教育目的）が強い
ケース，事業譲渡元の雇用関係を引き継いだ譲渡
先が試用目的で有期労働契約を締結したケースな
ど試用の必要性が低い場合，あるいは試用の必要
性が明らかでない場合であって，能力や適性に関
する合理的理由（労契法 19 条柱書）を緩やかに解
することも求められない。臨時的雇用の必要性が
低い，あるいは存在しないという点も考慮する
と，雇用継続に対する合理的期待の程度は高いと
いうべきであり，雇止めの効力が肯定されるに
は，そうした継続の合理的期待に対応した，相当
な理由が必要になると考えられる。
　たとえば，近時の前掲明治安田生命保険事
件 36）では，見習候補契約を締結した後に，さら
に最長 4 カ月の見習営業嘱託契約を締結した者に
対する雇止めの効力が問題となった事案におい

て，更新上限が明確に定められていること，無期
労働契約の採用基準にも該当しなかったことなど
から，無期転換に対する合理的な期待があったと
いうことはできないとされていたが，ほとんどの
者が無期転換されていたこと，試用の必要性や臨
時的雇用の必要性が明らかにされていたとはいえ
ないことなどを考慮すると，少なくとも，無期転
換により雇用が継続されることに対する合理的期
待が存在していたことは肯定されるべきであった
といえよう。
　一方，表⑤（試用の必要性はあるが，臨時的雇用
の必要性がない場合）のケースはどうか。期間の
定めが形骸化している場合（表⑥）は，前記のと
おり当該有期労働契約は試用期間であるとみるべ
きであるが，期間の定めが明確なケース（表⑤）
では，雇用継続に対する合理的期待を肯定したう
えで，労契法 19 条柱書の合理的理由の存否の問
題として位置付けることが可能である。試用目的
が掲げられ，多くの者が無期転換されているよう
なケースでは，上記表⑦の場合と同様，雇用継続
の合理的期待が肯定されるべきであろう。もっと
も，ここでは上記表⑦の場合と異なり，試用の必
要性があるため，能力や適性に関する同条柱書の
合理的理由については，緩やかな審査がなされる
必要がある。
　裁判例では，IT 技術者の中途採用者に対する，
試用目的を有する有期労働契約の雇止めの効力が
問題となった事案において，㋐「中途採用の場合
には，即戦力となる労働者を求めていることが少
なくなく，即戦力となることを確認できた者との
間でのみ正社員としての労働契約を締結するため
の手段として，有期労働契約を利用することには
相応の合理的理由があると認められる」と説示さ
れるとともに，㋑更新の上限が定められていたこ
とを指摘して，雇用継続の合理的期待を否定した
ものがある 37）が，試用目的の有期労働契約は基
本的には無期転換を予定しているとみるべきであ
り，雇用継続に対する合理的期待は肯定されるべ
きである一方，雇止めの効力の審査において，合
理的理由が緩やかに認められるべきであるといえ
よう。
　さいごに，上記表③（試用の必要性はないが，臨
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時的雇用の必要性がある場合）のケースについて
は，臨時的雇用の必要性があるため，継続に対す
る期待を基礎付ける契約当事者の言動などがない
場合には，雇用継続に対する合理的期待は生じな
いと解すべきであろう。

Ⅳ　教育と労働の境界線―見習・研修期
間の労働契約性

１　裁判例の状況

　ところで，試用目的の有期労働契約は，当該契
約が無期の労働契約とは別個の契約であり，した
がって，有期から無期への転換の効力が問題とな
る場合と留保解約権が付された試用期間とみられ
る場合とがあるが，いずれにせよ，当該期間や契
約が労働契約であるという点では共通している。
　これに対して，労働者性や労働契約性がないと
みられる見習・研修もある 38）。試用期間や試用
目的の有期労働契約では，適性や能力の観察に重
点が置かれるところがあるのに対して，教育に重
点が置かれる見習や研修の場合は，労働契約性や
労働者性が否定されることがありうるのである。
たとえば，前掲ベストリラックス事件 39）におい
て東京地裁判決は，マッサージ等の施術の練習生
につき労基法上の労働者性が問題となった事案に
おいて，㋐仕事に対する諾否の自由，㋑業務内容
や遂行方法に対する指揮命令，㋒予定されている
業務以外の業務への従事，㋓場所的時間的拘束，
㋔代替性の有無，㋕報酬の労務対価性から労働者
性は判断されるべきであって，練習生は練習のた
めに来店する日時を選択でき，店舗従業員の勤務
計画には組み込まれず（諾否の自由があり場所的時
間的拘束がなく），練習生が従事するのは施術の練
習であり（業務内容等に対する指揮命令がないので
あって），さらには練習生に対して報酬が支払わ
れないことがあらかじめ説明されていたことなど
を指摘して労働者性を否定した。
　また，司法修習生の労働者性が問われた司法修
習生の給費制廃止違憲国家賠償等請求事件 40）は，
㋐司法修習は，自ら選択した法曹という職業にな
るために受ける臨床教育課程にすぎず，業務上の

指揮監督を受けているものではないこと，㋑未だ
法曹としての資格を有さず，弁護士等としての職
務を行う権限を一切有していないこと，㋒司法修
習中の作業も，専ら自ら選択した法曹になるため
に受ける教育目的によるものであり，仮に，事実
上司法修習生による作業の結果を司法修習担当の
法曹が利用することがあったとしても，司法修習
生が法曹の職務を行っているとはいえないこと，
㋓改正前裁判所法に基づいて支給されていた給与
は，司法修習に従事することの対価ではなく，立
法政策上，司法修習に専念させるために支給され
たものであることなどを指摘して労働者性を否定
していた。
　一方，関西医科大学事件最高裁判決 41）は，次
のようにして，研修医の労基法上の労働者性を肯
定した。研修医は，医療行為を業として行う資格
を有しているところ，臨床研修は医師の資質の向
上を図ることを目的とするものであって教育的な
側面を有しているが，研修医が臨床研修指導医の
指導の下に医療行為に従事することを予定してお
り，これらの行為は病院の開設者のための労務遂
行という側面を不可避的に有することになり，病
院の開設者の指揮監督の下にこれを行ったと評価
できるとした。
　さらに客室乗務員との訓練契約の労働契約性が
争われたケイ・エル・エム・ローヤルダツチエ
アーラインズ事件 42）において東京地裁判決は，
本件訓練は教育的性格を有するものであるとしつ
つ，このことと労務の提供は両立することに言及
したうえで，㋐本件訓練は，訓練生が本件訓練に
引き続いて被告会社において客室乗務員として就
労することを前提として，そのために必要な知識
や能力を習得するための研修であったこと，㋑本
件訓練の訓練手当を支払うにあたって所得税の源
泉徴収を行うなど，被告会社において本件訓練生
を労働者であると認識していたと推認できるこ
と，㋒したがって，本件訓練自体が，被告会社に
おいて客室乗務員として乗務するにあたって必要
不可欠な行為であり，客室乗務員としての業務の
一環であると評価すべきこと，㋓また，そのた
め，本件訓練の成果は，被告会社に還元されるこ
とが予定されていたというべきこと，㋔本件訓練
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の内容が他の航空会社にも通用する汎用性の高い
ものであったとは認められないこと，㋕本件訓練
期間中の原告らは，被告会社の指揮監督下におい
て労務を提供していたと評価でき，訓練手当は実
際の訓練契約の長さにしたがって計算されてお
り，労務対価性が認められること，を指摘して労
働契約性を肯定した。
　教育と労働の境界線が問われる以上のケースで
は，労働の側面が希薄で明らかに教育的な側面が
色濃く表れているような場合（ベストリラックス
事件）については，仕事に対する諾否の自由，業
務遂行に対する指揮命令，場所的時間的拘束など
といった労基法 9 条の労働者性の判断基準に依拠
することによって，労働と教育とを区分すること
ができるであろう。しかし，労働の側面と教育の
側面が混在し，労働者性の有無を容易に判定する
ことができないケースがあり，こうしたケースに
おいて，どのような視点によって労働と教育を区
別すべきかが問題になるように思われるところ，
この点につき，アメリカでは，インターンシップ
や学生スポーツ選手の労働者性などについて，主
たる受益者に着目した審査がなされてきているこ
とが注目される。

2　主たる受益者の基準―アメリカ法からの示唆

　労働と教育との区別につき，アメリカでは，イ
ンターンシップや学生スポーツ選手の労働者性な
どが問題となってきたが，このうちインターン
シップ生については，Glatt 事件第 2 巡回区連邦
控訴裁判所判決 43）が示した判断基準が定着して
きている 44）。
　Glatt 事件は，映画製作にインターンシップと
して参加した学生が最低賃金と時間外手当の支払
いを求めたものであるが，第 2 巡回区連邦控訴裁
判所は，労働者性の判定において考慮すべき要素
として，①インターン生と使用者が無報酬である
ことをどの程度理解していたか，②インターン
シップの教育が，教育機関における教育（臨床な
どを含む）に類似する程度，③インターンシップ
が正式なインターンの教育プログラムとどの程度
結び付いているか，④インターンシップを，学事
暦と一致させることにより，どの程度，インター

ン生の学業に配慮しているか，⑤インターンシッ
プが有益な教育を提供する期間に限定されている
か，⑥労働者の仕事がどの程度，インターンシッ
プによって置き換えられるのではなく補完される
ものとして位置付けられているか，⑦インターン
シップ終了時において採用が保障されているわけ
ではないことを，インターン生と使用者がどの程
度理解しているか，という経済的な実態から，イ
ンターンシップの主たる受益者が使用者であるか
学生であるかを審査すべきであるとしたのであ
る。
　さらにここでは，インターンシップの労働者性
に関する上記判断基準が，学生スポーツ選手の労
働者性を判断する基準としても援用されているこ
とに目を向ける必要がある。全米大学体育協会に
加盟するペンシルバニア大学の学生スポーツ選手
の労働者性が争われた Berger 事件 45）において
第 7 巡回区連邦控訴裁判所は，上記インターン
シップに関する Glatt 事件判決の基準では，大学
スポーツの大学と当該選手の関係を把握すること
はできないとし，大学スポーツにおけるアマチュ
ア精神を強調して労働者性を否定していたが，
Alston 事件連邦最高裁判決 46）が，大学が選手に
提供するスカラーシップなどの教育関連給付は当
該選手のサービスに対する報酬であり，それを制
限することは反トラスト法に反するとし，大学側
が主張したアマチュア精神による反トラスト法の
適用除外を否定したことにより，学生スポーツ選
手の労働者性が肯定される可能性があったとこ
ろ，Johnson 事件連邦地裁判決 47）は，学生スポー
ツ選手の公正労働基準法上の労働者性について，
Glatt 事件が示した主たる受益者の基準に依拠し
て労働者性を肯定したのである。連邦地裁判決
は，スポーツ選手の活動は正式な単位を結びつけ
られているわけではないなどとし，上記 Glatt 事
件の基準のうち，③インターンシップが正式なイ
ンターンの教育プログラムとどの程度結び付いて
いるか，④インターンシップが，学事暦との一致
させることにより，どの程度，インターン生の学
業に配慮しているかという点は，当該スポーツ選
手の労働者性を肯定する要素として考慮すべきで
あるとし，さらに，当該スポーツ選手は無報酬で
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活動しているため，従業員を代替する作用を有し
ているわけではないけれども，上記⑥の要素も労
働者性を肯定する要素として考慮されるべきであ
るとし，結論として，労働者性を肯定すべきであ
るとした。
　このようにアメリカでは，教育と労働の境界が
問題となる場面において，主たる受益者基準の活
用が広がってきている。もとより，以上のような
主たる受益者基準のみで，教育と労働とが明確に
区分できるわけではないが，前述したわが国にお
ける裁判例の動向を理解する有益な視点になりう
ると思われる。つまり，労働と教育が混在してい
る場合に，問題となっている活動からより利益を
得る主体の所在を明らかにすることにより，労働
と教育とを区分することが考えられよう。そもそ
も労働は，サービスの提供を受ける使用者や顧客
のためだけではなく，サービス提供者自身の利益
にもなる活動であるが，主たる受益者が使用者で
ある点に特徴がある。これに対して，問題となっ
ている活動が教育とみられる場合，主たる受益者
は学生・生徒・インターン生となる。たとえば，
上記裁判例では，ⓐ当該教育によって得られる知
識や技能が，企業横断的な一般的技能・知識であ
るか，当該企業に特殊な知識や技能であるか，�
ⓑ当該活動後に別の契約による採用が予定されて
いるか（ケイ・エル・エム・ローヤルダツチエアー
ラインズ事件），ⓒ他の従業員と同様の活動である
か（ベストリラックス事件），ⓓ当該活動に従事す
ることが特定の資格の前提になっているか（関西
医科大学事件，司法修習生の給費制廃止違憲国家賠
償等請求事件），などといった点が考慮されてお
り，これを主たる受益者という基準から理解する
ことも可能であると思われるからである。

Ⅴ　結　　語

　以上において，本稿では，①試用期間・見習期
間に設定された留保解約権の効力，②試用目的の
有期労働契約の雇止めの効力，③見習期間・研修
期間の労働契約性について検討を加え，以下の点
を指摘した。
　第一に，試用期間・見習期間の留保解約権は，

通常の解雇よりも広く認められるものであるが，
試用期間の関係に入った者には当該企業との雇用
関係の継続に対する期待があるとされ，留保解約
権の趣旨，目的に照らして客観的に合理的な理由
が存し社会通念上相当であると認められない場合
には行使することはできないとされてきたので
あって，したがって，能力や適性の欠如を理由と
する留保解約権の行使についても，当該労働者の
改善可能性が全く問われないことにはならず，教
育的機能が当該試用期間や見習期間に期待されて
いる場合にはとりわけ，教育や指導による改善措
置が求められているといえよう。もっとも，即戦
力の中途採用者に付与される試用期間は，教育的
機能が希薄であって能力や適性を観察する必要性
が認められることから，中途採用者に対する通常
の解雇と比較しても，こうした改善可能性が問わ
れないことが多く，解雇の効力が緩やかに認めら
れる傾向にあるとみることができる。
　第二に，試用目的の有期労働契約については，
留保解約権が設定された試用期間と評価できる場
合とそうでない場合があると考えられてきたが，
これらをどのような基準によって区分するか，試
用期間と評価されない場合の雇止めの効力をどの
ように考えるかが問題となるところ，試用の必要
性，臨時的雇用の必要性，期間の形骸化の有無，
という三つの視点からアプローチすることが有益
であることを指摘し，試用の必要性はあるが臨時
的雇用の必要性はなく，期間が形骸化しているよ
うな場合は，留保解約権の付された試用期間であ
ると評価すべきであるとした。これに対して，試
用の必要性はあるものの，臨時的雇用の必要性が
なく（あるいは低い）場合であって，期間の定め
が形骸化していないケースについては，労契法
19 条の類推適用が検討されるべきことを指摘し
た。
　第三に，労働契約性のない見習や研修がありう
ることに言及し，労働と教育の区分に関して，イ
ンターン生や学生スポーツ選手の労働者性の判断
基準として広がってきている主たる受益者の基準
を参考にすべきであることを指摘した。労働は，
サービスの提供を受ける使用者や顧客のためだけ
ではなく，サービス提供者自身の利益にもなる活
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動であるが，主たる受益者が使用者である点に特
徴があり，これに対して，問題となっている活動
が教育とみられる場合，主たる受益者は学生・生
徒・インターン生となるからである。
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